
 

 

様式第省診－１号（省エネ診断・支援関係） 

 

事業計画書 

 

１ 自社の現状及び補助事業の概要 

自社の現状 

電力価格の高騰に伴い、商品の原価率があがっているものの、商品価格に転嫁しづらい状況で

ある。 

また、古い設備が多く、稼働が低効率な状況が続いている。 

実施する補助

事業の目的 

省エネルギー診断により電気代等の支出削減可能な部分の提案を受け、商品原価率低減の可能

性を探る。 

省エネルギー診断により高効率設備の提案を受け、事業所全体の生産性向上の可能性を探る。 

実施する補助

事業の内容 

省エネ診断・支援の実施機関：一般社団法人環境共創イニシアチブの登録診断機関（一般社団

法人カーボンマネジメントイニシアティブ） 

省エネ診断・支援の名称：ウォークスルー診断費用 

利用するメニューやプランの名称：省エネ診断コース（設備単位プラン） 

実施する補助

事業により見

込まれる効果 

電気代等の支出削減可能な部分の提案を受けて、今後新たに設備等を導入し、当該設備を稼働

させることで商品価格に見合った商品原価となることが見込まれる。 

高効率設備の提案を受けて、今後設備等の入れ替えを行い、当該設備を稼働させることで全体

の生産性が高まることが見込まれる。 

※ 自社の現状には、申請時点における「自社の分析」「経営課題」等を記載する。 

※ 実施する補助事業の目的には、補助事業の実施による「今後の事業展開」「解決したい経営課題」等を記載する。 

※ 実施する補助事業の内容には、「省エネ診断・支援の実施機関」「省エネ診断・支援の名称」「利用するメニュー

やプランの名称」を記載する。 

※ 実施する補助事業により見込まれる効果には、補助事業の実施により見込まれる「現状との変化」「経営効果」

等を記載する。 

 

２ 補助事業の実施期間 

実施期間 令和●年●月●日から令和●年●月●日まで 

※ 実施期間の始期には、契約予定日／発注予定日／支払予定日等の最も早い日を、実施期間の終期には、納品予

定日／支払予定日等の最も遅い日を記載する。 

 

３ 他の補助金との併用の有無 

有（     円） 無 

※ 申請する補助事業について、国や大阪府、商工会議所、各種協会等の補助金を併用して実施を予定している場

合は「有」に〇を付した上で金額を記入する。全て自己資金で実施を予定している場合は「無」に〇を付す。 

 

【添付書類】 

● 補助対象事業にかかる仕様書等、補助対象事業の内容が分かる書類 


